事業用借地権設定契約書

　株式会社●●●（以下「甲」という）と、株式会社●●●（以下「乙」という）とは、事業用土地賃貸借に関し、以下のとおり契約する。

第１条（目的）

　　甲は、その所有する下記の土地（以下「本件土地」という）を借地借家法第24条に定める専ら事業用に供する建物所有目的のもとに、乙に賃借することを約した。

＜不動産の表示＞

　　所在地　　●●●
　　地番　　　●番

　　地目　　　宅地

　　地積　　　●平方メートル

第２条（建物所有目的）

　　甲乙間の土地賃借契約は、専ら事業の用に供する建物の所有目的とし、下記の事業の用に供する建物を所有することを目的とする。

記

　　事業の内容　　乙の経営にかかる飲食店

　　建物の概要　　鉄骨造２階建床面積●平方メートル

第３条（賃料）

　　賃料は１カ月●●円（税別）とし、毎月末日限り翌月分を甲の指定する銀行口座に振込むことにより支払うものとする。なお、その際の振込手数料は、乙の負担とする。ただし、経済情勢の変動、公租公課等の増加、近隣の賃料と比較して不相当となったときは、賃料を改定することができる。

第４条（賃貸借期間）

　　賃貸借契約期間は、本契約書にもとづき作成される公正証書記載の契約開始日から10年間とする。

２　本契約期間が満了した場合、乙は、本賃貸借契約の更新を請求することができない。

３　本契約の期間満了前に乙が所有する本件土地上の建物が滅失した場合に、乙が新たに建物を築造した場合でも、本契約期間は延長されない。

第５条（権利金）

　　乙は、甲に対し、以下の権利金●●円を本契約にもとづく公正証書作成の日に支払うものとする。

第６条（賃借権譲渡等）

乙は、甲の書面による承諾を受けた場合を除き、次の行為をすることができない。

　　①本件借地権を譲渡し、または本件土地を転貸すること

　　②本件土地上の建物を増築または改築すること

第７条（契約解除）

　　乙が次の各号に該当したときは、甲は、何らの催告をすることなく本契約を解除することができる。

　　①賃料の支払いを３カ月以上怠ったとき

　　②甲乙間の信頼関係を著しく害すると認められたとき

　　③本契約に違反したとき

第８条（原状回復）

　　乙は、本契約が終了したときは、本件土地を原状に復し、ただちに本件土地を明け渡さなければならない。

２　本契約が終了したにもかかわらず、本件土地の明渡しをしない場合には、乙は、甲に対し、明渡しの完了する日まで賃料の２倍の損害金を支払わなければならない。

３　本契約終了の場合、乙は、甲に対し、本件土地上の建物その他の付属建物、工作物の買い取りを請求することができない。

第９条（連帯保証）

　　連帯保証人●●●（以下「丙」という）は、本契約にもとづき、乙の甲に対する賃貸借契約にもとづく債務について乙と連帯してこれを保証し、甲に対してその履行の責を負うものとする。

第10条（本契約書の効力）

　　本契約書の各事項は、第11条の公正証書の作成によって効力を生ずるものとする。

第11条（公正証書の作成）

　　甲および乙は、本契約書を内容とする公正証書をただちに作成することを合意した。

２　公正証書作成に関する費用は、乙の負担とする。

以上、本契約の成立を証するため、本書３通を作成し、甲乙丙各記名押印のうえ、各１通を保有する。

　平成●年●月●日


　　　　　　　　甲（住　所）　●●●


　　　　　　（名　称）　株式会社●●●



　　　　　　　　 代表取締役　●●●　　　印

　　　　　　　　乙（住　所）　●●●


　　　　　　（名　称）　株式会社●●●



　　　　　　　　 代表取締役　●●●　　　印

　　　　　　　　丙（住　所）　●●●


　　　　　　（氏　名）　●●●　　　　　　　　　印
